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みなさまのご意見、ご要望をお聞かせください
2月定例会の論戦の詳細についてはホームページに掲載されています。
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苦境にあえぐ全ての中小業者を救済する施策を

「コロナ禍で生活保護の役割は極めて大きい」
保護行政について質す

大型開発見直し、コロナ対策、
くらし、防災予算を

　県のコロナ対応病床確保目標760床は、2回目の緊急事態宣言発令時点でも達成されず、
病床稼働率は高い水準で推移、ひっ迫した状態でした。県は重点医療機関指定に独自ルー
ルを設け、そのため10床以下の病院は陽性者を受け入れても病床確保料が大きく下がりま
す。このことが病床確保の遅れにつながりました。高瀬議員は、重点医療機関の指定を国
の基準で見直し、病床確保料をその基準で遡及して支給せよと求めました。
　また、高齢者・障がい者施設の職員に行っているPCR検査で51人の無症状感染者が、見
つかったことを踏まえ、医療従事者などのエッセンシャルワーカーにも広げるとともに、戦略
的に感染集積地を特定し「面的検査」を行うよう求めました。
　服部知事職務代理者は、病床確保基準について見直す考えがないことを表明。エッセン
シャルワーカへの検査や面的検査についても従来の方法を継続すると答弁しました。

　立川議員は、県の持続化緊急支援金や家賃支援金などが十分に使われることなく大幅に
減額補正された事実を指摘。制度の周知の徹底と、給付決定された事業者には一刻も早い
給付をと求めました。また、飲食業でだけではなく、あらゆる影響を受けた業者を救済する
ために持続化給付金や家賃支援金の再給付と、安倍政権下で引き揚げられた消費税率を５％
に戻すよう国に求めよと迫りました。

　国は物価下落を根拠に2013年から15年まで平均6.5％の生活扶助費を引き下げていますが、大阪地裁
は2月22日、この生活保護基準額の引き下げを違法とする判決を下しました。立川議員は、この判決につ
いて、知事職務代理者の所見を質しました。

　2021年度一般会計当初予算は、新型コロナウイルス対策には4.156億円を計
上するなど、前年度比で2,844億円15.4％の増となり、初めて2兆円を超える大型
予算となります。県の借金は年度末で3兆9,618億円になる見込み、県民一人当た
り77万円になります。

　コロナ禍で厳しい財政状況にあるにもかかわらず、下関北九州道路の
調査費を360万円から2020万円と大きく増額、大型事業推進の姿勢を
鮮明にしています。一方で、コロナであえぐ中小業者への支援はほとん
どが制度融資で、少人数学級導入について相変わらず県独自の予算を
つけず、私学助成金も大幅に減らしています。
　予算のあり方を見直し、コロナ対策を大幅に増やすとともに、県民の
暮らしを支える予算、防災型公共事業の優先的推進を行うべきです。

一般会計
予算 2兆1361億円

県政史上最大を更新

県の借金 3兆9618億円 県民一人当たり77万円

日本共産党は反対！！日本共産党は反対！！
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　服部知事職務代理者は、国の「一
時支援金」の対象とならない事業者
（売り上げ減少が30％以上50％未
満）に対し支援金を給付する、しっか
りと制度を周知するとの考えを示しま
した。持続化給付金、家賃支援金の
再給付については全国知事会で求め
ていると答弁、消費税減税について
は「社会保障財源として必要」と国の
主張通りに答えました。

福岡県の12月の倒産企業、負債総額の急増

意見書案（共産以外反対）不採択
「公立公的医療機関の再編・統合リストを撤回し、地域医療
構想推進の中止を求める」

共産党提出意見書
案

　あわせて、厚労省の生活困窮者救済のための緊急対応措置につい
ての事務連絡が現場でどう生かされているかと質し、保護の申請をた
めらうことにつながる扶養照会についての見解を問いました。
　服部知事職務代理者は、「生活保護基準は国の責任のもとで改定が
行われている」「今後の各地裁での判決、状況、国の対応を注視する」
と自らの考えを示しませんでした。厚労省通知については、県、市の
福祉事務所に通知し会議や研修で周知徹底を図っている、申請者の
事情に応じた適切な扶養照会が行われるよう指導すると答えました。

（統計福岡より）
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総数 サービス業他

小倉南区

福岡市東区

12月はサービス業が突出し
て増加し全体を押し上げた

１月 日12


